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会社独自に支給される出産手当金は同一労働同一賃金に違反する ?
令和2年3月23日付

労働新聞に掲載された

同一労働同一賃金に関する

判例記事をご紹介します。

　正社員と有期社員の待遇の差についての要約

　●正社員に対し､産前産後休業の期間を産前8週･産後8週

　　として､その間は通常の賃金を出産手当金として支給して

　　いた。

　●有期社員に対しての規定はなく､会社からは支給せずに､

　　産前6週･産後8週の間は協会けんぽから法定の出産

　　手当金（賃金の3分の2相当額）が支払われていた。

　　（産前8週から2週間は年次有給休暇か無給）

　横浜地裁の待遇の差について判決の要約

　以下の理由で不合理な労働条件の差とはいえない。

　　正社員と有期社員には､業務内容とその変更範囲に違いがあり､正社員は管理職登用や配転の予定がある。

　　その上で出産手当金の目的は､将来中核になる可能性のある社員の離職防止である。

今回の判決では､法定を上回る待遇格差について､正社員と有期社員で格差を設けることが同一労働同一労

働に必ずしも違反するとは言えないという内容となっております。今回の記事では出産手当金が将来の経

営に関わる人材の離職防止が目的であるため､待遇格差の不合理性は認められませんでした。

大企業で「パートタイム･有期雇用労働法」が令和2年4月1日より施行され､中小企業においては令和3

年4月1日より施行が始まります。正社員と非正規社員の間の不合理な待遇差や差別的取り扱いを禁止す

るという趣旨の法律です。支給されている各手当についてその意義を検証し､正社員と有期社員の待遇差に

ついて､合理性をぜひご確認頂ければと思います。


